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伊藤ぎ市君学位授与報告

報 告 番 号  

学位の植類 

授与の年月日 

学位論文題名

Z j第 499号

経済学博士

昭和45年 9 月18日 、 

r都市化時代の開発政策]

内 容 の 要 旨

1

r都市化時代の開発政策J 論文要旨

. 伊藤唐市

第 2 次大戦後における日本経済の特色の1 つは，急 

激なる都市化の進展である。現代における都市化は:^  

業化と手をたずさえて進行したものであり，それは日 

本列島の地域構造を大>1®に変え.，過密，過練'格差と 

いった問題をひき起こした。

この論文においては，まずこの構造変化をひき起こ 

した要因を向都性向の増大に求め，その主観的，客ぽ 

的耍因をたずね，都市の経済学的分析を行なっている。 

ついで，地域開発の政策理念を類型化し，地域格差， 

地域 |̂1積，地域間交流の実態を理論的•実証的に吟味 

し若干の ファクト，ファインディングを行なゥた。 

たとえば，地域間所得格差は昭和36年ごろをピークと 

して，次第に縮小しており，生産性，生活水準，生活 

伽値観についても，平準化への傾向がみられることを 

検出している。

ついで地域開発の戦略としての公共投資や人間投資 

の意義を論じ，また地域開発政策の進行に対応して，

鹿業の再編成が進行していることを指摘し，とくに農 

業政策や中小企業政策にみられろ伝統‘的な手法を批判 

し最後に社会開発の必要性と国民生活の将来を展望 

している，

この論文で锁調したことは，中堅都市のま成である， 

昭和30年代の後半から，拠点性をもった地方中S i都市 

力；，次第に成長をとげてきているが，われわれは，東 

'海道メガロポリス形成のエネルギーを率直に認めた上 

で，束京メトP•ポリスめ北上ュネルギ一と，東海道メ 

ガロポリスの西進ュネルギ一を促進し拠点挫をもっ， 

た中墜都市をHf成すベしと主張した。中坠都市は三大 

都ホ圏からオーバー，フロ一する企業を受けいれると

ともに，過練地域の住民に職場と生活の場を用意する 

ことが望まれる。都市は経済的動機を満たすだけでな 

く，同時に人間的®/機を満たすものでなけれぱならな 

い，というのが, 以上の分析から得ちれた1 つの姑論 

である。 ’

論文審查の要旨

本論文は，日本経済の工業化とそれに平行する都市 

化の傾向を，とくに昭和30年以後の時期について観察 

する。ぽ察の中心は，都市化にともなう地域間の不均 

衡と格差，都市イ匕における過密と過琼という産業構造 

や社会構造の変化にある。この変化に対応していかな 

る立場から地域間の格差や不均衡および都市化にとも 

なう経済的. 社会的な構造変化に対応、する政策を立て 

るぺきかを論じている。.

箸者の立場は，工業化と都市化を日本の経済発展の 

当然の方向とU て受取り，それが日本国民の経済生活 

のみならず，社会生活一般の福祉の向上にたいして貢 

献を意味すると認めている，.問題はこの工業化の急速 

な発展から生ずる経済主義の歪みが生じたこと,工業 

化が同時に社会的福祉の増進と並行するような政策上 

の用意を仏うに!十分でなかったことにちると指摘して 

ぃろ。

著者によれば，経済成長は必ず不均衡発展を内容と 

するものである力S 長期的には，不均南を克服しセ， 

より高次の工業化へと発展し福祉国家へ前進しうる 

ものと想定されている。.
この前進は，いわゆる自由放任の政策と合鼓するも 

のではなく，発辰過殺において発生する不均衡や経済 

外的不利益をとりのおくために，さまざまな国家的活 

動を必耍としている。しかし，発展の主体は個々の個 

入あるいはその全体とU ての国民の側にあるのであっ 

て，，政府あるいは国家権力の側にあるのではない。

著者は，経済発展から崩壊を不可避とする運命論者 

ではなく, また国家推力による計画的配置を信じる国 

家万能論者でもない，さらにまた，その場その場の欠 

陥をとりつくろう一時的な修正主義者でもないし，邸 

得利益の温存を説く保護主義者でもなぃ。発展の嚴斯 

的予想を立てながら，t t 画的改戾の効梁を信ずる自til 

主義者であるといってよいでかろう。

著者は，日本の地域開発の間題に久しく取組んでぎ 

ているし本論文の主耍部分もそれに充でられている 

ゼ、、著者の構想は，全#としての日本経済の成長に件 

う日本福祉国家論にちるといってよいでちろう，
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本論文の構成を説明すると，まず第1 章でロ本のエ 

業化と都市化による地域構造-の変イヒをとりあげる。こ 

れは明治以来の日本経済の傾向の継続ではある力; ， 51 

代の問題としては，盒激な技術本新，住民意識の変化, 

東京経済圓を中心とする求心的構造を特徴とする地域 

構造の恋化である。

著者は，この変化の指標の1 つとして人口の勒きを 

観察し，脱農，大都市化，都市問の社会海汰の状態を 

統計的に叙述する。

人口の都市移住の傾向（向都性）を工業化の必然の傾 

向とみる著者は，それを規定する経済的耍因を客観的 

なものと主観的なものとに分けて指摘している。前者 

には，所得水準の上昇，雇用機会の上界，選択滴旧の 

拡大，琼境の使宜が数えられ，後者には，教 志 向 ，

も俄業世學観の衰退，都市の脑力を数えている。

第 2 享は開究の理念を問題とする。日本には北海道 

の拓殖政策以来，各種の地域開発の理念がうたわれて 

きている。著者はそれらを略説し現代の開発现念を 

総合開発または多目的開発に求める。それは後進地域 

にも先進地域にも共通する理念であり，経済発だけ 

でなく，社会開発をも'合んだ広机な社会福祉の向上を 

理念とするものである。

著者はこの理念を説くに際して，たとえぱ成長の見 

込みのない産業を保護して地域住民の貧困を防ぐごと 

き方策を批判し，これを貧困の温存とよぶ，また国家 

保護に甘えて自力開発の能力を欠くごとき温室主義を’ 
批判しとれを浪費とみなしている。これらの批判は， 

日本の地域開発政策にみられる利権や総花主義などの 

脾害をよくわきまえてなされた発言と思われる。 .

m 3 まは，都市化の過程における地域格差の問題を 

とりあげる。地域格差の発生と存続は，完全な自rJ3競 

争の存在しない市場経济圏内で不可避的である。著者 

は格差の1 つの指標を所得水準の格差としてとらえ， 

これに関する文献と測定方法を紹介している。昭和30 

外:代の前半には地域格差の拡大がみとめられたが， 30 

年{<̂ の後半にはむしろ格差の縮小傾向があると諭! E し 
ている。

格差の存在の理論としては，後進国開をの理論とし

て著名なヌルクセ，ノ、一シュマン， ル ダ ー ル 等の

理論を参照している。

地域格差縮小の要因として著者が指摘するものは， 

人口移動，財政金融政策による後進地域開発，米価支 

持制度を指摘している。箸者の立場からすれば，成-長 

過程において格差の発生は不可避で、あるとみるが，そ

の是正は，成長の抑制によらず，むしろ成長の果実た 

る所得の上界に冉分配政策を加味したものでなけれぱ 

ならないのである。著者は別の章で巾醒都市育成論と 

地域特化論をもって格差の問題にたいする1 つの答え 

を用意している。

第 4 章は，都市集中論を扱う。都市集中は過密と過 

棘の問題を起こす。過密といい，過練といい，あるい 

れものに対する中味の過大または過小であり，不経済, 

摩擦，不能率を生んでいる事熊をいうが，絶対的な鋭 

準が存在するめではない，著者は都市化をもって工業 

化の利益に沿うものとみ，なす立場から，過密について 

も過練についても，都市化の抑制という政策的立場を 

とらない。過密にたいしては，受益きか原因者かの 

担による胖ぎ防除政策をとき，過棘にたいしては，拠 

点都市形成論をとき，過練山村の温存に反対する。

著者は中堅都市のま成に熱心でる。それは大都市 

の形成から生ずる逆流効果に堪えるもので，都市猪:そ 

の利益（外部経済の利益* 分菜の利益，規模の利益，社会资 

本の効率）を享受するに足るものでなくてはな: らない。 

著者は中堅都市論を日本の実状に照して檢討して，そ 

の育成可能論を展開している。それは過密と過棘の-弊 

をのぞき，格差の偷小に貢献するものと考えられてい 

ろようである。 .

第 5 室の地域間交流論は,交通問題一般をとりあつ 

かっている力;，とくに地域開発における意義として論 

じているのは,’交通機関のもつ波及効衆と逆流効果に 

ついてであって，日本の地域開発におけるその意義を 

とくに至っていない。

第 6章は , 地域開発の戦略と題して，長期的な視野 

から成長産業を求め，併せて公共的性質を備えたliN発 

投資をすべきことを提言■している。著者が重耍祝する 

開発戦略は，将来にむかって , 社会政策的保護におち 

いろことのないような，自力成;K の可能な開発投资に 

ある。著者は公共投資の意義をこのように説明すると 

ともに，人間投資論を併せて論じている。 とれは地城 

I3H発戦略とは無関係のごとぐであるだ、、著者の持論た 

る自力開発論の趣旨を敷衍すれば，人間への投資は，

人問それ自体の創造性を養うものとして物的な設備や 

技術への投資よりも责重なものとされ，開発に不可欠 

な要素なのである。

第 7 制よ閲発における産業の冉編成として，燈業， 

中小企業，観光産業をとりあげている。総合的開発の 

JIL地をとる著者は，在来の農業保護主義をとらず，中 

小企業の温蒋政策にも贊成せず,むしろ農業経営の近

代化や，中小企菜の特化政策も主張し，生産性の向上 

にこそこれらの産業の；T?続の意義を求めている。観光 

産業については，後進地域の多くがこの種の事業の開 

発に力を入れて、る傾向を述べ，同時にそれの波及効 

果や前後速繁効来の大きいことを指摘して，地域開発 

の1 つの手段たる意義を認め:Cいる。

第 8 章は，最後の結論に当る部分であるが，著者の 

注意は，経済開発に力を注いで，とかくおくれがちに 

なる社会開発の重要性を力説し，日本の福祉国家への 

成長を未来学的諭誕によって期待している。

本論文の特長は* 冒頭に指摘したごとく，箸者のも 

つ自由主義的価値観を終始一貫して開発の問題を諭じ 

ていること，地域開発の政策という立場から工業化ニ 

都市化として構造変化の現象を把握していること，開 

発にほ 1速する多様の問題を統一的な視点から観察し， 

整理していること，これに加えて，綿密な統計的分析 

の利用，後進国開発理論の適用，多数の文献の参照な 

ど，説得力のある説明がなされている。

しかし他方において，問題を観察する立場が総合的 

な社会Iffi発に力点を置いており，診断の論拠が綿密さ 

を欠く場合，概念の規定が不十分でつかみがたく , 問 

題の一面をとらえても，他の面をのがすという欠陥の 

あることも指摘しなければならない。

これらは著者に残された今後の課題でもるとはいえ， 

本論文に展開された地域開発の実践的政策論の成果は 

高く評価されるものであり，著者がこの著述に先立っ 

てすでに公刊した著作ならびに多数の論文にみられる 

学識とともに，著者が経済学博士の学位を授与される 

にふさわしいものと認めるものである。

論文審ま担当者主查気賀爐三 

副 查 寺 尾 塚 磨  

副 查 安 川 正 彬

安沢秀ー君学位授与報告

報 告 番 号 乙 第 563号 

学位の糖類経济学博士 

授与の年月日昭和46年 3 月19日

学位論文題あ「近世村落形成の基礎構造-----南武多

摩丘陵地帯を素村として—— J

内 容 の 要 旨

「近世村落形成の基藤構造—— 南武多殷ボI：陵 

地帯を素材として—— J 論文要旨

安^)^秀ー

本論文は，前編を商武多廣丘陵村落の生活構造，後 

編を近世村落形成の基礎構-造と题して2 部に分け，補 

論として明治3 年における農村の動向に関する分析を 

加える構成をとった。 ’

本論文におも、て考察の素材とした近世史科は武蔵国 

多摩郡のうち，南西部に位置する多摩丘陵の村々の名 

主文書であり，時期的には17世紀 •18世紀に厲するも 

のを主とし，時として19世紀前半にまで及んだ場合も 

ぁる。

前編では南武多摩i t 陵の村々において，盤業生産を. 
基軸として展開する村落生活の諸条件を解明すること 

につとめ，地域の性格を検出しようとした。

第 1劇 も 耕 地 ，水利 . 作物と農法の3 局面から農 

業生産の行なわれる基盤を考察したものである。第 2 
享においては，対象地域における領主交配のあり方と 

年貢賦課の様相を考察し，とくに畑方永納制における 

負担の名目と実質の差の著しいことを明らかにした。

第 3 享では，近世村落における構成員の存狂形爐と桃 

成員が取結び，かつ構成員を拘束する兆向体規制の様 

相を# 察した。第 4 章では，近世中期以降における村 

落の変化を，とくに農民の日常生活の側面から把えよ 

うとした。第 5 章は，標本的事例という制約はるに 

しても，個別経営の内部経済を分折し多丘陵地帯 

における農業生産の担い手の経営構造を明らかにしよ 

うとした。第 5 章は対象地域の概観を意図した前編の 

集約的ま現として位置づけられている.

後編では，まず個別村落を素材とし，綿密な実証分 

析を行なった。そこでは新開と入全，年貢め賦課収納, 
年貢鱼担者の存在形態という3 つの分析祝 *̂'』から，近 

世村落形成の諸条件とその機能を検出しようとした。
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